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「にいがた意欲ある住まいづくりの会」会員規約 

（趣旨） 

第１条 この規約は、一般財団法人にいがた住宅センター（以下「センター」という。）が主宰 

する「にいがた意欲ある住まいづくりの会」（以下「本会」という。）の会員（以下「会員」と

いう。）が、センターの提供するサービスを利用する場合において必要な事項を定めるもので

ある。 

（会員） 

第２条 会員は、意欲ある住まいづくりを目指す大工・工務店及び建築士事務所とし、個人又は

法人単位でその資格を取得する。 

２ 会員は、知識や技術の向上に努めるなど自ら営む業の社会的役割を認識するとともに、次の

各号の要件を概ね満たす者のうち、センターが主催する定期講座などを受講した者の中から、

センターが入会を認めた者とする。

（１）大工・工務店 

ア 建築士が 1名以上常勤していること。 

イ 元請新築住宅の建設戸数が、年間概ね１０棟以下であること。 

ウ 主な営業エリアが、主たる営業所の所在地から概ね６０km 以内であること。 

（２）建築士事務所 

ア 建築士法第２３条の３の規定により、新潟県知事から１級建築士事務所、２級建築士

事務所又は木造建築士事務所として登録を受けていること。 

イ 顧客から依頼された業務を自己の責任のもと自ら行っていること。若しくは業務の一

部を下請けに出す場合は、すべて自己の責任として顧客に納品していること。 

ウ 主たる事務所の所在地が新潟県内であること。 

（アドバイザー会員） 

第３条 アドバイザー会員は、新潟県内に本店、支店若しくは営業所を有する法人のうち、セン

ターが入会を認めた法人とする。 

２ アドバイザー会員は、会員に対し助言、情報提供などを行い、知識や技術の向上に寄与する。 

（入会申込） 

第４条 入会を希望する者は、入会申込書（様式１－１（大工工務店用）、様式１－２(建築士事  

務所務所用）、様式１－３（アドバイザー会員用）)をセンターに提出する。 

２ センターは、入会の意思確認後、入会申込者に対し定期講座などの受講日等を通知する。 

３ センターは、定期講座などの受講者のうち、入会を認めた者に対し、その旨通知するととも

に、第８条に規定する会員 ID 及び会員パスワードを通知する。 

なお、入会を認めない者に対しては、その旨通知するとともに受理した書類を返却する。 
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４ 入会応諾の通知を受けた者については、入会承認書の通知日をもって入会の日とする。 

（負担金） 

第５条 センターは、本会の運営に要する費用の一部を負担金として会員及びアドバイザー会員

から徴収する。 

２ 負担金は年額とし、個人または法人を 1単位としその額を１２,０００円とする。 

３ 会員は負担金をセンターが指定する期日までに、指定する銀行口座に一括で振り込むものと

する。 

４ 年度途中の入会者の負担金は、入会月の翌月から起算した年度末までの月数に年額負担金の

１２分の１を乗じた額（円未満切捨て）とする。 

（変更等通知） 

第６条 会員は第３条の入会申込書に記載した内容に変更が生じた場合は、すみやかに所定の用

紙（様式２－１（大工工務店用）、様式２－２（建築士事務所用）、様式１－３（アドバイザー

会員用））により届け出なければならない。その他個人情報、登録企業情報、登録者等に変更

が生じた場合にも同様とする。 

２ 会員は常にセンターからの電子メール等が確実に届くようにしておくとともに、センターか

ら依頼があった場合には、それに対してすみやかに応答を行うこと。 

（センターからの通知及び依頼事項） 

第７条 センターは、郵便、電子メール・ウェブサイト上の告知など、適当であると判断する方

法により会員に必要な事項を通知するものとする。当該通知については、発信によりその送達

をしたものとみなす。 

（サービス） 

第８条 センターが提供するサービスは次のとおりとする。 

（１）長期優良住宅等の建築（住宅）施策に係る申請業務等のサポート 

（２）住宅関連や法改正等に係る情報提供 

（３）セミナー、講座、勉強会、視察・見学会等の開催 

（４）会員交流会の開催 

（５）センターホームページによる会員情報の公開 

（ID 及びパスワード） 

第９条 センターは、会員にユーザーID 及びパスワードを貸与するものとする。 

２ 会員は提供されたユーザーID 及びパスワードを厳重に管理し、これらの不正利用によりセン

ター、あるいは第三者に損害を与えることの無いよう万全の対策を講じなければならない。ま

た、会員は不正利用に起因する全ての損害を負うものとする。 



（一財）にいがた住宅センター271001 

3

３ 会員はユーザーID 及びパスワードを第三者に利用させてはならない。 

４ 会員に起因するユーザーID 及びパスワードの漏洩並びに不正利用などから生じたいかなる

損害について、センターは一切の責任を負わないものとする。 

５ センターは、ユーザーID 及びパスワードの漏洩を原因とする不正利用が発生した場合は必要

に応じてパスワードを変更するものとし、会員に対しその旨通知するものとする。 

（ソフトウエア等の管理） 

第 10 条 会員はサービスの利用に際し、センターが会員に提供するソフトウエア等について、

以下の条件を守ること。 

（１）会員はソフトウエア等を第三者に対し貸与、譲渡、利用許諾その他の処分をしないこと。 

（２）ソフトウエア等を善良な管理者の注意をもって管理すること。 

（３）ソフトウエア等の利用に関し、第１８条（著作権等）の規定を遵守すること。 

２ 前項の規定に違反して、センターに損害を与えた場合には、センターは会員に対し、損害の

賠償を請求することができる。 

３ センターが提供するソフトウエア等の利用により、会員がいかなる損害を被ったとしてもセ

ンターは一切の責任を負わない。 

４ 会員はソフトウエア等の解析、変更、他のソフトウエアとの結合等を行ってはならない。 

（サービスの利用責任） 

第 11 条 サービスの利用に関連して、会員が他の会員もしくは第三者に対して損害を与えた場

合、または、会員が他の会員もしくは第三者と紛争を生じた場合、会員は自己の費用と責任で

解決し、センターにいかなる損害または迷惑を与えないこと。 

２ 会員がサービスを利用することにより、第三者に損害を与え、そのことによりセンターが損

害を被った場合には、センターは会員に対し、その損害の賠償を請求することができる。 

（サービスの提供中止） 

第 12条 センターは、次の場合にはサービスの一部または全部の提供を中止することができる。 

（１）センターの設備の保守、または工事のためにやむを得ないとき 

（２）センター、または他の電気通信事業者の設備の障害等の発生またはその防止のためにやむ

を得ないとき 

（３）センターの設備に不正アクセスの行為があったとき、またはこれらの行為が行われている

と疑われるとき 

（４）火災、停電、電力制限、天災、事変その他の非常事態が発生し、または発生する恐れがあ

るとき 

（５）行政、その他の事情により当該サービスに類する行為が禁じられた場合 

（６）その他、センターが運営上、または技術上一時的に中止が必要と判断した場合 

２ サービスの提供を中止するときは、センターは会員に対し、その旨とサービス提供中止の期
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間を事前に通知する。ただし、緊急やむを得ないときはこの限りでない。なお、これにより会

員に損害が発生した場合は、センターは一切の責任を負わない。 

（サービスの提供停止） 

第 13 条 センターは、会員が次の各号のいずれかに該当するときは、当該会員に対するサービ

スの提供を停止することができる。 

（１）会員が本規約上の債務を履行しなかった時 

（２）会員が負担金を期日までに支払わない時 

（３）その他センターが不適切と判断する行為を会員が行った時 

２ センターは、会員に通知することなく、前項の規定によりサービスの全部、もしくは一部の

提供を停止、あるいは停止のための必要な措置をとることができる。これにより会員に損害が

発生したとしても、センターは一切の責任を負わない。 

（サービスの終了） 

第 14 条 センターは、センターの都合によりサービスを終了することができる。サービスを終

了する場合には、事前に会員に周知する。 

２ 前項によりサービスを終了した場合、センターは会員に対し、残存期間に相当する負担金を

返還する。なお、会員が何らかの損害を被ったとしてもセンターは、負担金の返還以上の責任

を負わない。 

（会員の義務） 

第 15 条 会員はセンターのサービスを利用するに当たり、次の各号の規定を遵守する。 

（１）会員は法令に違反する行為、公序良俗に反する行為、またはそれに類する行為をしてはな

らない。 

（２）会員はセンター、あるいは第三者の権利、利益、プライバシーを侵害する行為、または、

その恐れのある行為をしてはならない。 

（３）会員は他の会員を差別、若しくは誹謗中傷し、または名誉若しくは信用を落とす行為をし

てはならない。 

（４）会員は自己の意思と責任において、他の会員と交流を図る。 

（５）会員は会員間の情報交換、仕事の受発注、トラブルの解決などは会員間で責任をもって行

う。センターは会員間で行う一切の行為についてその責を負わない。 

（６） 会員はセンターのサービスを妨害する行為、またはその恐れのある行為をしてはならない。 

（７）会員はセンター、あるいは第三者の運用するコンピューターに不正にアクセスする行為を

行ってはならない。 

（８）会員は他人のユーザーID、あるいはパスワードを不正に利用する行為、またはそれに類似

する行為をしてはならない。 

（権利の譲渡の制限） 
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第 16 条 会員はサービスの提供を受ける本規約上の権利を一切、他に譲渡、貸与、質入れの行

為をしてはならない。 

（退会） 

第 17 条 退会を希望する会員は、退会届（様式３）をセンターに提出するものとし、センター

がこれを受理した日をもって退会とする。 

２ 退会において既に支払われた負担金は一切返金しない。 

３ 退会申出時点において、負担金の支払い債務が残っている退会希望者は、負担金を支払った

上で退会届を提出する。 

４ センターは、負担金の支払い債務の有無を確認し支払い債務がある場合は、退会届けを受理

しない。 

（除名） 

第 18 条 会員が以下の事由のいずれかに該当し、一定の期限を定めた改善通知、または催告を

受けたにもかかわらずその事由が解消されない場合には、センターは直ちに当該会員を除名す

ることができる。 

（１）会員が第２条に定める会員資格に該当しなくなった時 

（２）負担金の未払いまたは遅滞がある時 

（３）会員に対し郵便、電話、FAX、電子メール等による連絡がとれない時 

（４）登録された情報に虚偽の記載があると認められる時 

（５）本規約に対する違反等の行為があると認められる時 

（６）その他、センターが不適切と判断する時 

２ センターは、前項の規定により除名する場合は、会員に対しその旨通知するものとする。 

３ 会員は除名時点で発生している負担金支払い義務がある場合には、すみやかにその支払いを

するものとし、除名の結果、センターのサービスを利用できないことによりいかなる損害が発

生したとしても、センターへの損害賠償請求はできない。 

（著作権等） 

第 19 条 センターが提供するソフトウエア及びその他の情報（以下「ソフトウエア等」という。）

に関する著作権その他知的財産権のすべてはセンターに帰属する。 

２ 会員はソフトウエア等、及び入会して得られる一切の情報を私的使用の範囲を超える目的で

複製、出版、放送、公衆送信、その他の方法の如何を問わず使用してはならない。 

（免責） 

第 20 条 センターは次の各号の事項について、一切責任を負わない。 

（１）センターが会員に提供するデーターについて、その安全性、正確性、適用性、有用性に関

すること。 
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（２）サービスの運営のためのセンターのサーバーのデーターが滅失、毀損、センターの責によ

らない漏洩、改ざん、その他の事由により本来の利用目的以外に利用されたことによって、

その結果発生する直接、あるいは間接の損害に関すること。 

（３）会員のパーソナルコンピューター等にウイルスが侵入し被害が生じた場合。 

（４）センターの故意、または重大な過失以外の事由により生じた会員間の個別紛争、事故、ま

たは被害に関すること。 

（５）サービスの提供に必要な設備の不具合、故障、その他本来の利用目的以外に利用されたこ

とによって、その結果発生する直接あるいは間接の損害に関すること。 

２ センターが会員に対し損害賠償責任を負う場合、センターの故意、または重大な過失に起因

するいかなる場合も、損害賠償の範囲はセンターが当該会員より受領した 1 年分の年会費額を

上限とする。 

（損害賠償） 

第 21 条 会員が本規約に違反する行為を行っているとセンターで判断した場合、会員の違反行

為の対応に要した費用、及びセンターが会員の違反行為により被るセンターの損害を会員に請

求することが出来る 

（個人情報の取り扱い） 

第 22 条 センターは、会員の入会時において入手した会員の個人情報について、本会及びセン

ターの業務運営を目的とした範囲内で利用するものとし、「一般財団法人にいがた住宅センタ

ー個人情報保護規程」により厳正に取り扱うものとする。 

（管轄裁判所） 

第 23 条 会員とセンターとの間でサービスの利用に関連して紛争が生じた場合は、新潟地方裁

判所を第一審の管轄裁判所とする。 

（諸規定の制定及び本規約の変更） 

第 24 条 センターは、本会の運営などについて必要な事項を随時、本規定の他に各種規定を定

め通知もしくはセンターの指定するウェブサイトに、その内容、発効日について掲示する。各

種規定の変更及び本規定の変更についても同様とする。 

（準拠法） 

第 25 条 本規約に関する準拠法は日本国の法令とする。 

附則 本規約は、平成 23年４月１日から施行する。 

附則 本規約は、平成 25年２月１日から施行する。 

附則 本規約は、平成 27年 10 月１日から施行する。 


